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１ 
 

高齢者の安全・安心の観点等を踏まえたサービ

ス付き高齢者向け住宅制度の適確な実施等につ

いて 

 
（平成２５年７月３１日老高発０７３１第１号・国住心第８４号厚生労働省老

健局高齢者支援課長・国土交通省住宅局安心居住推課長通知）      
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各 都 道 府 県         住宅担当部長 殿 

  指 定 都 市          福祉担当部長 殿 

  中 核 市       

 

 

厚生労働省老健局高齢者支援課長                 

 

 

 

国土交通省住宅局安心居住推進課長 

 

 

高齢者の安全・安心の観点等を踏まえたサービス付き高齢者向け住宅制度 

の適確な実施等について 

 

 

高齢者の居住の安定確保に関する法律（平成１３年法律第２６号。以下「法」という。）

第５条に定めるサービス付き高齢者向け住宅（以下「本住宅」という。）の登録制度（以

下「本制度」という。）の施行から１年半以上が経過し、多様な特色を有する本住宅が多

数供給される中、本年６月末ではその登録戸数が約１１万戸超となっている。  

その一方で、この間、認知症高齢者グループホームでの火災事故が本年２月に発生した

こと等により、改めて高齢者が安心して暮らすことができる環境整備の重要性が認識され

たところである。 

そこで、高齢者の安全・安心を一層確保する観点から、これまでの実態調査の結果等を

踏まえつつ本制度の適確な実施に関し、下記のとおり通知する。 

ついては、地域の実情に応じ、法第４条に定める高齢者居住安定確保計画（以下単に「高

齢者居住安定確保計画」という。）の策定、登録事務、指導・監督等に当たり、下記の事

項を参考としていただくとともに、貴管下市町村に対してもこの旨周知いただくようお願

いする。 

また、併せて本住宅の供給及びサービス提供等については、下記第１から第３までに掲

げる事項（第１の２なお書きの事項を除く。）を参考に実施することが望ましい旨を本住

宅の登録事業者及び登録を受けようとする者に周知いただくようお願いする。 

なお、本通知は地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４５条の４第１項の規定に

よる技術的な助言である。 

 

記 

 



 

第１ 住宅、設備等に関する事項 

 １ 界壁に関する事項 

入居者の居住環境を向上させるため、隣接する住戸からの日常生活に伴い生ずる音

を衛生上支障がないように低減する観点から、建築基準法（昭和２５年法律第２０１

号）における共同住宅に該当しない場合であっても、本住宅の各住戸は、同法第３０

条に基づく界壁により区分されたものとすることが望ましい。 

 ２ 駐車場及び駐輪場に関する事項 

本住宅は、入居者が高齢者や介護の必要な方であることから、一般的な共同住宅の

場合と比べて入居者自らが自動車や自転車を運転する機会が少ないことなど、利用の

状況が異なることが想定される。そのため、駐車場及び駐輪場（以下「駐車場等」と

いう。）を整備するに当たっては、入居者の適正な家賃負担などを考慮し、次の(1)

から(3)までに掲げる事項を勘案して、実際の利用状況に即した整備を行うことが望ま

しい。 

(1) 想定する入居者の身体的状況等を勘案した利用の状況 

(2) 入居者の家族等の来客による利用の状況 

(3) 従業員、提携事業者等による業務上の利用の状況 

なお、駐車場等の整備について条例等により定められている場合は、関係部局との

連携のもと、当該条例等も踏まえつつ、本住宅の利用の状況に即した適切な駐車場等

の整備が図られるよう努められたい。 

 

第２ サービスの提供に関する事項 

１ 状況把握サービス及び生活相談サービスの提供体制に関する事項 

状況把握サービス及び生活相談サービス（以下「状況把握サービス等」という。）

は、国土交通省・厚生労働省関係高齢者の居住の安定確保に関する法律施行規則（平

成２３年厚生労働省令・国土交通省令第２号。以下「共同省令」という。）の規定に

より、一定の資格を有する者（以下「資格者」という。）が原則として、夜間を除き、

本住宅の敷地又は当該敷地に隣接する土地に存する建物に常駐することが求められて

いる。 

状況把握サービス等の提供に当たっては、入居者の安全・安心を確保する観点から、

原則として日中は資格者が３６５日常駐する体制を整える必要がある。ただし、これ

により難い場合は、次の(1)又は(2)などの方法により、資格者が常駐していない日に

おける入居者の状況を能動的に把握する体制を整えるとともに、契約締結時等におい

て入居者本人に対し十分説明しておくことが望ましい。 

(1) 常駐していない日の日中に、少なくとも一度は資格者が本住宅に赴き、入居者の

状況把握を行う。 

(2) 赤外線等により動体を検知するセンサー、水道の利用状況を検知する水量センサ

ー等の入居者の住戸内での動態を把握できる装置の設置等により、資格者が常駐し

ていない日における入居者の日常行動が長時間にわたって確認できない場合に、即

時に安否確認や緊急時対応に着手できるような体制を確保する。 

なお、夜間にあっては、各居住部分に、入居者の心身の状況に関し必要に応じて通



報する装置を設置することによる対応が可能とされているところであるが、入居者の

心身の状況に応じて、資格者が常駐する体制を確保することが望ましい。 

２ 状況把握サービス等の提供とプライバシーに関する事項 

本住宅の登録を受けた事業者（以下「登録事業者」という。）は、状況把握サービ

ス等の提供に当たり、プライバシーの確保について十分に考慮する必要がある。特に

状況把握を行う際の各住戸への訪問については、緊急時対応を除き、入居者の意に反

して行われた場合、入居者とのトラブル等を惹起するおそれがあることから、契約締

結時等において入居者本人に対し十分説明の上、どのような場合に登録事業者が状況

把握のために訪問するかについて、明示的に入居者の同意を得ておくことが望ましい。 

 

第３ 本住宅の管理運営に関する事項 

１ 緊急時対応・防災体制に関する事項 

非常災害時等における入居者の生命又は身体の安全を確保する観点から、登録事業

者は、非常災害に対する具体的計画を立て、非常災害時の関係機関への通報及び連携

体制を整備し、それらを定期的に職員に周知するとともに、定期的に避難、救出その

他必要な訓練を行うことが望ましい。 

２ 敷金に関する事項 

一般的に「敷金」とは、賃料その他の債務を担保するためあらかじめ交付される金

銭であるとされているが、当該敷金については、地域における取引慣行を参酌しつつ、

前述の目的に沿って必要な範囲で受領することが望ましい。 

 

第４ 本制度に係る登録基準の強化、緩和等について 

本住宅の登録基準のひとつとして、高齢者居住安定確保計画に照らして適切であるこ

とが定められている（法第７条第１項第９号）。また、高齢者居住安定確保計画におい

て、共同省令に定める登録基準を強化し、又は緩和することが可能となっている（共同

省令第 15 条）。 

このように、本住宅に係る登録基準の強化、緩和等を行うためには、都道府県が高齢

者居住安定確保計画において定めることが必要であり、これに基づかない場合、法令上

の登録基準には当たらないので注意が必要である。 

  

 

以上 



 

 

 

 

２ 
 

国土交通省・厚生労働省関係高齢者の居住の安

定確保に関する法律施行規則の一部を改正する

省令の施行について 

 

 

（平成２７年３月３１日老高発０３３１第２号・国住心第２２７号厚生労働省

老健局高齢者支援課長・国土交通省住宅局安心居住推進課長通知） 



平成2 7年３月3 1日

老高発0 3 3 1第２号

国 住 心 第 2 2 7 号

各 都 道 府 県 住宅担当部長 殿

指 定 都 市 福祉担当部長 殿

中 核 市

厚生労働省老健局高齢者支援課長

国土交通省住宅局安心居住推進課長

国土交通省・厚生労働省関係高齢者の居住の安定確保に関する法律施行規則

の一部を改正する省令の施行について

「公営住宅法第四十五条第一項の事業等を定める省令及び国土交通省・厚生労働省関係

高齢者の居住の安定確保に関する法律施行規則の一部を改正する省令 （平成27年厚生労」

。 「 」 。） 、働省・国土交通省令第１号 以下 改正省令 という は平成27年３月27日に公布され

同年４月１日より施行されることとなっている。

改正省令の施行に当たっては、下記事項にご留意の上、法令に基づくサービス付き高齢

者向け住宅制度の的確かつ円滑な運用が図られるようお願いする。

記

第１ 改正の趣旨

高齢者の居住の安定確保に関する法律（平成13年法律第26号。以下「法」という ）。

（ 「 」 。）第５条第１項に規定するサービス付き高齢者向け住宅事業の登録 以下 登録 という

については、国土交通省・厚生労働省関係高齢者の居住の安定確保に関する法律施行規

則（平成23年厚生労働省令・国土交通省令第２号。以下「施行規則」という ）第11条。

において、一定の資格を有する者（以下「資格者」という ）がサービス付き高齢者向。

け住宅の敷地又は当該敷地に隣接する土地に存する建物に常駐し、状況把握サービス及

び生活相談サービスを提供することを登録基準として規定しているところ、特に空家を

活用してサービス付き高齢者向け住宅を整備する場合、当該登録基準に適合した常駐場

所を確保することが困難な状況となっている。



今般、空家を活用してサービス付き高齢者向け住宅を整備するニーズが高まっている

こと等を踏まえて、当該登録基準について見直すこととした。

また、同条において、状況把握サービスの提供方法等が登録基準として明確に規定さ

れていなかったところ、今般、入居者の安全及び安心を確保するため、状況把握サービ

スの提供方法等の登録基準についても規定することとした。

第２ 改正の概要等

１．資格者が常駐する場所の見直し（施行規則第11条第１項関係）

（１） 改正省令による改正前の施行規則（以下「旧施行規則」という ）では、資。

格者が常駐する場所について、サービス付き高齢者向け住宅の敷地又は当該敷地

に隣接する土地に存する建物としていたところ、これに「サービス付き高齢者向

け住宅の敷地に近接する土地に存する建物」を加えることとする。

（２） 「サービス付き高齢者向け住宅の敷地に近接する土地に存する建物」は、サ

ービス付き高齢者向け住宅の敷地から歩行距離で概ね500ｍ以内に存する建物と

する。改正省令による改正後の施行規則（以下「新施行規則」という ）第７条。

第１号の規定により提出されるサービス付き高齢者向け住宅及び資格者が常駐す

る場所の位置を表示した付近見取図並びに新施行規則別記様式第１号の登録申請

書に記載されるサービス付き高齢者向け住宅の敷地に近接する土地に存する建物

の所在地等に基づき、判断されたい。

２．状況把握サービスの提供方法等の明確化（新施行規則第11条第２項、第３項及び第

４項関係）

（１） 旧施行規則では、状況把握サービスの提供方法等について明確に規定されて

いなかったところ、状況把握サービスについては、資格者が「各居住部分への訪

問その他の適切な方法」により、毎日一回以上、提供することとする。なお、資

格者が常駐していない日においても、当該状況把握サービスを提供しなければな

らないことに留意されたい。

（２） 「各居住部分への訪問その他の適切な方法」は、居住部分への訪問、電話、

居住部分内での入居者の動体を把握できる装置による確認、食事サービス等の提

供時における確認等、資格者が能動的に入居者の状況を把握する方法とする。新

施行規則別記様式第１号の登録申請書に記載される毎日１回以上の状況把握サー

ビスの提供方法等に基づき、判断されたい。

（３） 「各居住部分への訪問その他の適切な方法」について、資格者がサービス付

き高齢者向け住宅の敷地に近接する土地に存する建物に常駐する場合において、

入居者から居住部分への訪問を希望する旨の申出があったときは、訪問に限られ

る。なお、入居者からの申出は、入居契約締結の前後を問わないが、入居契約締

結の前に入居しようとする者に対し十分説明の上、申出の有無の確認を行うこと

が望ましい。

（４） 新施行規則においても、資格者が常駐していない時間は、各居住部分に、入

居者の心身の状況に関し必要に応じて通報する装置を設置して状況把握サービス

を提供することとしているが、入居者の心身の状況に応じて、資格者が常駐する



体制を確保することが望ましい。

３．経過措置（改正省令附則第２条及び第３条関係）

（１） 平成27年４月１日前に登録を受けた者又は登録の申請をしている者は、旧施

行規則第11条の登録基準が適用される。

（２） 平成27年４月１日前に登録を受けた者又は登録の申請をしている者が提出し

ている登録申請書の添付書類及び登録申請書は、旧施行規則第７条第１号及び別

記様式第１号の様式が適用される。当該者が登録申請書の添付書類又は登録申請

書の記載事項の変更の届出を行う場合、新施行規則第７条第１号又は新施行規則

別記様式第１号の様式により新たに記載が求められる事項を届け出る必要はな

い。

（３） 平成27年４月１日前に登録を受けた者又は登録の申請をしている者が平成27

年４月１日以後に法第５条第２項の登録の更新を受けようとする場合は、新施行

規則の規定が適用される。

第３ 留意事項

１．新施行規則の適用について

改正省令により、空家を活用したサービス付き高齢者向け住宅の供給促進等を図る

こととしているが、平成27年４月１日以後に登録（法第５条第２項の登録の更新を含

む ）の申請をする者には、当該登録に係るサービス付き高齢者向け住宅が空家か否。

かに関わらず、新施行規則の規定が一律に適用されることに留意されたい。

２．一の建物に常駐する資格者が複数のサービス付き高齢者向け住宅に状況把握サービ

ス及び生活相談サービスを提供する場合の扱いについて

（１） 改正省令により、サービス付き高齢者向け住宅の敷地に近接する土地に存す

る建物を資格者が常駐する場所とすることが可能となることから、一の当該建物

に常駐する資格者が複数のサービス付き高齢者向け住宅に状況把握サービス及び

生活相談サービスを提供することも考えられる。この場合においても、法第５条

第１項の規定に基づき、登録は建築物ごとになることに留意されたい。

（２） （１）の場合、１名の資格者が複数のサービス付き高齢者向け住宅に状況把

握サービス及び生活相談サービスを提供することも考えられるが、当該資格者が

状況把握サービス及び生活相談サービスを提供するためにサービス付き高齢者向

け住宅に訪問しているときに、一の当該建物に資格者が１名も配置されなくなる

場合は、当該サービス付き高齢者向け住宅以外のサービス付き高齢者向け住宅に

おいて資格者が常駐していないことになることに留意されたい。

３．平成27年４月１日前に登録を受けた者又は登録の申請をしている者が常駐場所を移

設する場合の扱いについて

平成27年４月１日前に登録を受けた者又は登録の申請をしている者が、サービス付

き高齢者向け住宅の敷地に近接する土地に存する建物を資格者が常駐する場所とする

場合は、法第13条第１項第１号の登録の抹消の申請を行った上で、新たに登録の申請

を行わなければならないことに留意されたい。



第４ その他

「高齢者の安全・安心の観点等を踏まえたサービス付き高齢者向け住宅制度の適確な

実施等について （平成25年７月31日老高発0731第１号・国住心第84号厚生労働省老健」

局高齢者支援課長・国土交通省住宅局安心居住推進課長通知）第２「１ 状況把握サー

ビス及び生活相談サービスの提供体制に関する事項」の規定は、平成27年４月１日以後

に登録（法第５条第２項の登録の更新を含む ）の申請をする者には適用しない。。

以 上



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 

 
埼玉県有料老人ホーム設置運営指導指針 

































 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 

 
埼玉県サービス付き高齢者向け住宅危機管理マ

ニュアル 



 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

埼玉県サービス付き高齢者向け住宅危機管理マニュアル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和６年４月改正 

 

埼玉県都市整備部住宅課 

  福祉部高齢者福祉課 

 

 

 

  

 



 

1 

 

第１ はじめに 

 

１ 目的 

   サービス付き高齢者向け住宅の運営においては、危機を未然に防止でき

るよう努めるとともに、万が一危機が発生した際には、入居者安全を確保

した上で、迅速かつ的確な対応をとることが重要である。 

   そのためには、的確な状況把握、迅速な初動対応、連絡網の作成など体

制の整備が求められる。本マニュアルは、各住宅が危機発生時に的確に対

応するための体制を整備する際に活用できるように作成したものである。 

 

 

２ 定義 

（１）サービス付き高齢者向け住宅 

   本マニュアルの対象となる「サービス付き高齢者向け住宅」とは、埼玉

県内に所在するサービス付き高齢者向け住宅で、さいたま市内、川越市内、

越谷市、川口市及び和光市内以外に所在するものをいう。 

 

（２）危機 

   本マニュアルの対象となるサービス付き高齢者向け住宅（以下「サ高住」

という。）における「危機」とは、①サ高住の運営において発生する全て

の人身事故で身体的被害及び精神的被害が生じたもの（サ高住側の過失の

有無を問わない。）、②感染症又は食中毒により入居者又は職員に健康被

害が生じたもの、③火災、震災、風水害等の災害により人的被害又はサ高

住に物的被害が生じたもの、④職員の法令違反及び不祥事等の発生により

入居者又はサ高住に被害・損害が生じたものとする。 



 

2 

 

第２ 各サービス付き高齢者向け住宅での対応 

 

１ 平常時の対応 

（１）緊急時マニュアルの整備 

・ 緊急事態発生時の入居者の生命・身体の保護及び安全確保の方策や、職

員の役割分担表及び連絡網の整備を含む初動体制等を中心とした緊急時マ

ニュアルをあらかじめ整備し、職員に周知すること。 

・ 緊急時マニュアルの作成にあたっては、参考資料１（６、７ページ）を

参考にすること。 

・ 休日、夜間等、職員の少ない時間帯も想定して作成すること。  

 

（２）サ高住内連絡体制の確保 

・ 緊急事態発生時に当該サ高住の職員間で適切に連絡がとれる体制を確保

するため、管理責任者等も含めた全職員を対象とする緊急連絡網を整備し

、職場のほか全職員が自宅にも用意すること。 

 

（３）関係機関への連絡・報告体制の確保 

・ 所管の保健所、警察署、消防署、市町村等の緊急連絡先一覧をあらかじ

め作成すること。緊急連絡先一覧の作成にあたっては、参考資料１、３（

６、７、９ページ）を参考にすること。 

 

（４）緊急時を想定した、職員訓練等の実施 

・ 災害や事故等の緊急事態の発生に対応する訓練や職員研修を実施するこ

とにより、緊急時における職員の適応能力の向上を図ること。 

 

 

 ２ 危機発生時の対応 

（１）初動体制の立ち上げ 

・ 事件・事故発生時には、現場での初動体制が非常に重要となる。サ高住

ごとに作成する緊急時マニュアルに従って関係職員を招集し、直ちに初動

体制を立ち上げること。 

・ 初動体制の確立にあたっては、入居者の生命や身体の保護・安全確保

（負傷者対応など）を最優先に行うこと。そのため、速やかに勤務中の職

員で分担し、入居者の安否を確認して安全を確保すること。 

・ 入居者が危険にさらされている場合には、あらかじめ定められている避

難計画に基づき、安全な場所への避難誘導を行うこと。 

・ 入居者等への対応と併せ、事件・事故内容の把握を行うこと。 

・ 必要に応じて、職員の緊急連絡網等を活用し、勤務時間外の職員に勤務

するよう指示すること。  
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（２）入居者の家族に対する連絡、状況説明 

・ 事件・事故発生時には、速やかに入居者の家族に対して事故概要を連絡

するとともに、状況説明を行うこと。 

 

（３）関係機関への報告 

ア 関係機関 

・ 事件・事故発生時には、軽微な内容のものを除き、関係機関への報告を

行い、指示に従うこと。 

・ ここで報告が必要な関係機関は、高齢者の居住の安定確保に関する法律

に基づく監督庁である県（高齢者福祉課又は福祉事務所）のほか、市町村

担当課、感染症や食中毒等発生の場合は保健所、入居者の死亡事故等につ

いては捜査機関である警察署などが含まれる。 

イ  報告の範囲、様式  

・ 県へ報告すべき事件・事故の範囲については、参考資料２「県へ報告す

べき事件・事故の範囲」（８ページ）のとおりである。 

・ 第１報として事故報告（速報）[様式１] （１３ページ）を、第２報と

して事故報告[様式２] （１４ページ）を高齢者福祉課へ提出すること。 

  なお、事故報告の送付はＥメールによることを原則とし、急ぎの報告

その他Ｅメールで送り難い場合にはＦＡＸを使用するものとする。 

 ※ 県住宅課も高齢者の居住の安定確保に関する法律に基づく監督等を所 

  管しているが、連絡調整は県高齢者福祉課又は福祉事務所にて行う。 

ウ 連絡体制 

・ 各サ高住から関係機関等への連絡体制について参考資料３（９ページ）

のとおり定めたので、参考に対応すること。 

エ その他 

・ 県高齢者福祉課又は福祉事務所、保健所等の連絡先は、参考資料４（１

０ページ以下）のとおりである。 

 

（４）情報管理（広報対応） 

・ 社会性の高いサ高住で起こる事件・事故は、県民の関心が高い。このた

め、サ高住で事件・事故が発生した際は、内容の重大性や県民生活への影

響度などに応じ、適切な情報管理を行うことが必要となる。 

・ 適切な情報管理のためには、当該事件・事故がどのような内容なのか、

緊急対応が必要な重大な内容なのかどうか、十分に情報内容の把握や、情

報管理を行うことが必要である。 
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（５）事態の収拾に向けた対応 

・ 入居者の生命や身体の保護、事件・事故内容の把握、関係機関への連絡

と併せ、速やかに事態の収拾に向けた対応をとること。 

・ 具体的な対応としては、嘱託医や関係行政機関等に相談し、その指示に

従うこと。 

・ 感染症、食中毒等については、保健所の指示に従うこと。 

 

 

３ 事故後の対応 

（１）再発防止策の確立 

・ 事態が収拾したら、サ高住として事件・事故の発生原因等の分析と究明

を行うこと。 

・ 職場研修や職員会議等を実施し、事件・事故の原因や対応結果等を振り

返るとともに、再発防止策を確立し、職員に対しても周知徹底を図ること。 

・ 再発防止策の確立にあたっては、必要に応じ、県住宅課及びその他県所

管課所（高齢者福祉課又は福祉事務所）の指導を受けること。 

 

（２）再発防止策の実施 

・ 職員会議等により、確立された再発防止策の実行を確認し、サ高住とし

て事件・事故の再発防止に努めること。 

 

（３）再発防止策の報告 

・ 再発防止策を実施後、再発防止策を含む事故後の対応状況について、県

高齢者福祉課又は福祉事務所あて再発防止策報告書[様式３]（１５ページ）

により報告すること。 
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参 考 資 料               

 

１ 緊急時マニュアル例 

（１）事件・事故が発生した場合 ・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ ６ 

（２）食中毒・感染症等が発生した場合 ・・・・・・・・・・・・   ７ 

 

２ 県へ報告すべき事件・事故の範囲 ・・・・・・・・・・・・・   ８ 

 

３ 連絡体制 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・   ９ 

 

４ 関係機関の連絡先 

（１）県高齢者福祉課及び福祉事務所・・・・・・・・・・・・・・  １０ 

（２）本庁関係課・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・   １０ 

（３）保健所  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １１ 

 

５ 事故報告様式 

（１）様式１ 事故報告書（速報）・・・・・・・・・・・・・・・  １３ 

（２）様式２ 事故報告書    ・・・・・・・・・・・・・・・  １４ 

（３）様式３ 再発防止策報告書・・・・・・・・・・・・・・・・  １５ 

 

６ 事故報告様式記入例 

（１）様式１ 事故報告書（速報）  

  ア 記入例［インフルエンザ］・・・・・・・・・・・・・・・  １６ 

  イ 記入例［骨折］・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １７ 

  ウ 記入例［窒息］・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １８ 

（２）様式２ 事故報告書  

  ア 記入例［インフルエンザ］・・・・・・・・・・・・・・・  １９ 

  イ 記入例［骨折］・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ２０ 

  ウ 記入例［窒息］・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ２１ 

（３）様式３ 再発防止報告書  

  ア 記入例［インフルエンザ］・・・・・・・・・・・・・・・  ２２ 

  イ 記入例［骨折］・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ２３ 

  ウ 記入例［窒息］・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ２４ 
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１．緊急時マニュアル例 

（１）住宅内で事件・事故が発生した場合 

① 事件・事故の発生 

② 初動体制の立ち上げ 

・職員を招集して分担し、入居者の安否を確認する。 

・負傷者がいる場合には、手当てなどを行う。 

・火災発生時においては、速やかに入居者の避難誘導を行う。 

③ 消防署に通報し、救急車の出動や火災の消火を要請する。 

○○消防署 

ＴＥＬ：○○○－○○○－○○○○ 

ＦＡＸ：○○○－○○○－○○○○ 

④ 警察署に通報する。 

○○警察署 

ＴＥＬ：○○○－○○○－○○○○ 

ＦＡＸ：○○○－○○○－○○○○ 

⑤ 必要に応じて緊急連絡網を活用し、勤務時間外の職員に勤務するよう

指示する。 

⑥ 事故・事件発生時の情報を収集するとともに、必要に応じて現場を保

存する。 

⑦ けが又は死亡された入居者の家族へ連絡し、事故・事件の経緯及び発

生時の状況等の説明を行う。 

⑧所管課所（県高齢者福祉課又は福祉事務所）に連絡し、事故報告（速

報）[様式１]を送付する。 

 ［例］ 県高齢者福祉課（施設・事業者指導担当） 

ＴＥＬ：０４８－８３０－３２５４ 

Ｅメール：a3240-07@pref.saitama.lg.jp 

夜間等：０８０－１２４５－５９２３ 

ＦＡＸ：０４８－８３０－４７８１ 

※Ｅメールによる報告が原則。（急ぎの報告その他Ｅメールで送り難い場合を除く）。 

⑨ その他関係機関があれば、連絡・報告等を行う。 

 〇〇〇 

ＴＥＬ：○○○－○○○－○○○○ 

ＦＡＸ：○○○－○○○－○○○○ 

mailto:a3240-07@pref.saitama.lg.jp
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（２）食中毒・感染症等が発生した場合 

① 食中毒・感染症等の疑いの発生 

② 消防署に通報し、救急車を要請する。医療機関に通報する。 

   （嘱託医等が設置されている場合は、診察を要請） 

○○消防署 

ＴＥＬ：○○○－○○○－○○○○ 

ＦＡＸ：○○○－○○○－○○○○ 

③ 被害の拡散防止措置を講ずる。 

④ 必要に応じて緊急連絡網を活用し、勤務時間外の職員に勤務するよう

指示する。 

⑤ 入居者の家族へ連絡し、状況を説明する。 

⑥ 保健所、所管課所（県高齢者福祉課又は福祉事務所）に連絡し、事故

報告（速報）[様式１]を送付する。 

 ○○保健所 

ＴＥＬ：○○○－○○○－○○○○ 

夜間等：○○○－○○○－○○○○ 

ＦＡＸ：○○○－○○○－○○○○ 

 ［例］県高齢者福祉課（施設・事業者指導担当） 

ＴＥＬ：０４８－８３０－３２５４ 

Ｅメール：a3240-07@pref.saitama.lg.jp 

夜間等：０８０－１２４５－５９２３ 

ＦＡＸ：０４８－８３０－４７８１ 

※Ｅメールによる報告が原則。（急ぎの報告その他Ｅメールで送り難い場合を除く）。 

 

【⑥の報告基準】 

ア 同一の感染症や食中毒による、またはそれらが疑われる死亡者・重

篤患者が１週間以内に２名以上発生した場合。 

イ 同一の感染症や食中毒の患者、またはそれらが疑われる者が、一時

点において、１０名以上または全利用者の半数以上発生した場合（累

計人数ではない）。 

ウ 通常の発生動向を上回る感染症等の発生が疑われ、特に管理者が報

告を必要と認めた場合。 

  

mailto:a3240-07@pref.saitama.lg.jp
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２．県へ報告すべき事件・事故の範囲  

 

各サ高住は、入居者に次に該当する事件・事故等が発生した場合、所管課所

（県高齢者福祉課又は福祉事務所）へ報告を行うものとする。 

 

（１）入居者の事故等の発生 

① 事故等とは、死亡事故や入居者の無断外出による行方不明者の発生等、

入居者の生命、身体に重大な被害が生じた、若しくは生じるおそれがある

ものをいう。 

② サ高住内部における事故のほか、送迎、通院、レクリエーション等の間

の事故を含む。 

③ サ高住側の過失の有無は問わない。 

 

（２） 感染症、食中毒の発生 

所管課所（県高齢者福祉課又は福祉事務所）、保健所に報告する必要が

あるのは、下記場合に限る。 

ただし、感染症のうち結核、腸管出血性大腸菌感染症（Ｏ１５７など）

等については、感染症法上診断した医師に保健所への届出義務があり、１

名の発生でも保健所の調査やまん延防止等の対応が必要となる場合がある。 

① 同一の感染症や食中毒による、またはそれらが疑われる死亡者・重篤患

者が１週間以内に２名以上発生した場合。 

② 同一の感染症や食中毒の患者、またはそれらが疑われる者が、一時点に

おいて、１０名以上または全利用者の半数以上発生した場合（累計人数で

はない）。 

③ 通常の発生動向を上回る感染症等の発生が疑われ、特に管理者が報告を

必要と認めた場合。 

 

（３） 火災、震災、風水害等の災害 

火災、震災、風水害等による入居者や職員の人的被害又はサ高住に物的

被害が生じた場合。 

 

（４）職員の法令違反及び不祥事等の発生 

入居者やサ高住に被害・損害が生じたもの。 

※例：入居者からの預かり金の横領、送迎時の交通事故、入居者宅の損壊、

住宅会計からの横領等 
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３．連絡体制 
 

令和６年４月 
住 宅 課 
高齢者福祉課 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

※「厚生労働大臣が定める感染症又は食中毒の発生が疑われる際の対処等に関する手順」

(平成１８年３月３１日厚生労働省告示第２６８号）、「社会福祉施設等における感染症発

生時に係る報告について」（平成17年2月22日老発第0222001号厚生労働省老健局長等連名

通知）、「高齢者介護施設における感染対策マニュアル」

(http://www.mhlw.go.jp/topics/kaigo/osirase/tp0628-1/index.html)等を参照 

連絡 

調整 

連絡調整 

指示等 連絡 

相談 

通報・ 

届出等 

連絡 

報告 

事故・患者等が発生した 

サービス付き高齢者向け住宅 

協力病院 

嘱託医等 
事故事案に応じた関係機関

（警察・消防・サ高住を 

 所管する保健所等） 

電話： 

夜間等： 

 

電話： 

夜間等： 

所管課所（高齢者福祉課又は福祉事務所） 

電話: 

夜間等: 

ＦＡＸ:  

県庁の関係課 

（感染症対策課・食品安全課等） 

都市整備政策課 

（調整担当） 

福 祉 政 策 課 

（調整担当） 

連絡 

報告 

連絡調整 

連絡 

調整 福 祉 監 査 課 

（介護保険施設担

当） 

連絡 

調整 

入居者家族 

連絡 

報告 

県住宅課 

（総 務 ・民 間 住 宅 担 当） 

連絡調整 

http://www.mhlw.go.jp/topics/kaigo/osirase/tp0628-1/index.html
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４．関係機関の連絡先 

 

（１）県高齢者福祉課及び福祉事務所 

電話番号等 

名 称 

電話番号 Ｅメールアドレス 

（ＦＡＸ番号） 

 

高齢者福祉課 ０４８－８３０－３２５４ 

a3240-07@pref.saitama.lg.jp 

（０４８－８３０－４７８１） 

東部中央 

福祉事務所 ０４８－７３７－２３４７ 

n3724421@pref.saitama.lg.jp 

（０４８－７３４－１１２１） 

西部福祉事務所 ０４９－２８３－６８００ 

r8367805@pref.saitama.lg.jp 

（０４９－２８３－７８９１） 

北部福祉事務所 ０４９５－２２－６１５４ 

u2201014@pref.saitama.lg.jp 

（０４９５－２２－２３９６） 

秩父福祉事務所 ０４９４－２２－６２２８ 

t2262282@pref.saitama.lg.jp 

（０４９４－２３－７８１３） 

 
  注１ 各サ高住で事件・事故等が発生した際は、所管する課所に連絡すること。 
     ①特定施設入居者生活介護の指定を受けていないサ高住、蕨市及び戸田市 
      所在の特定施設入居者生活介護の指定を受けているサ高住 

    →高齢者福祉課 施設・事業者指導担当 
     ②蕨市及び戸田市以外の市町村所在の特定施設入居者生活介護の指定を受 
      けているサ高住 
      →福祉事務所 介護保険・施設整備担当 
 
   ２ 休日・時間外における緊急の場合は、次の緊急連絡先番号に連絡すること。 
     ①特定施設入居者生活介護の指定を受けていないサ高住、蕨市及び戸田市 
      所在の特定施設入居者生活介護の指定を受けているサ高住 
      →高齢者福祉課（緊急連絡先番号：０８０－１２４５－５９２３） 
     ②蕨市及び戸田市以外の市町村所在の特定施設入居者生活介護の指定を受 
      けているサ高住 
      →福祉事務所（留守番電話で案内される緊急連絡先電話番号） 
 
   ３ Ｅメールによる報告が原則。（急ぎの報告その他Ｅメールで送り難い場合 
    を除く）。 

 

 

 

 

 

 

mailto:a3240-07@pref.saitama.lg.jp
mailto:n3724421@pref.saitama.lg.jp
mailto:r8367805@pref.saitama.lg.jp
mailto:u2201014@pref.saitama.lg.jp
mailto:t2262282@pref.saitama.lg.jp


 

11 

 

（２）保健所 

電話番号等 

名 称 

電話番号 ＦＡＸ番号 

南部保健所          ０４８－２６２－６１１１ ０４８－２６１－０７１１ 

朝霞保健所          ０４８－４６１－０４６８ ０４８－４６１－０１３３ 

春日部保健所        ０４８－７３７－２１３３ ０４８－７３６－４５６２ 

草加保健所          ０４８－９２５－１５５１ ０４８－９２５－１５５４ 

鴻巣保健所          ０４８－５４１－０２４９ ０４８－５４１－５０２０ 

東松山保健所        ０４９３－２２－０２８０ ０４９３－２２－４２５１ 

坂戸保健所          ０４９－２８３－７８１５ ０４９－２８４－２２６８ 

狭山保健所          ０４－２９５４－６２１２ ０４－２９５４－７５３５ 

加須保健所          ０４８０－６１－１２１６ ０４８０－６２－２９３６ 

幸手保健所          ０４８０－４２－１１０１ ０４８０－４３－５１５８ 

熊谷保健所          ０４８－５２３－２８１１ ０４８－５２３－４４８６ 

本庄保健所          ０４９５－２２－６４８１ ０４９５－２２－６４８４ 

秩父保健所          ０４９４－２２－３８２４ ０４９４－２２－２７９８  

 
  注１ 各サ高住で結核等の感染症患者が発生した際は、サ高住を所管する保健所

の保健予防推進担当宛に、食中毒患者が発生した際は、サ高住を所管する保
健所の生活衛生・薬事担当宛に連絡すること。 

   ２ 休日・時間外における緊急の場合は、保健所の留守番電話で案内される緊
急連絡先電話番号に連絡すること。 

 

（３）県本庁関係課 

 ア 保健所に連絡が付かない場合の連絡先 

電話番号等 

 

名 称 

電話番号 ＦＡＸ番号 

感染症対策課 

（感染症・新型インフ

ルエンザ対策担当） ０４８－８３０－３５５７ ０４８－８３０－４８０８ 

 

食品安全課 

（食品保健・監視担当） ０４８－８３０－３６１１ 

 

０４８－８３０－４８０７ 
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 イ 高齢者の居住の安定確保に関する法律に関すること 

  （施設整備関係等高齢者福祉課所管以外のもの） 

電話番号等 

名 称 

電話番号 Ｅメールアドレス 

（ＦＡＸ番号） 

 

住宅課 ０４８－８３０－５５６２ 

a5550-05@pref.saitama.lg.jp 

（０４８－８３０－４８８８） 

 

  

  

mailto:a5550-05@pref.saitama.lg.jp
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様式１ 

事 故 報 告 （速報） 

 

１ 事業所の情報 

法人名  

施設(事業所)名  

所在地  

サービス種別 

☐特養 ☐老健 ☐介護療養病床 ☐介護医療院 ☐短期入所 ☐短

期療養 

☐通所介護 ☐通所リハ ☐訪問介護 ☐訪問看護 ☐訪問リハ 

☐その他（             ：特定施設の指定 ☐有☐無） 

報告者 

(職位・氏名) 
 

電話 

番号 
 

２ 対象利用者の情報 

氏   名  年齢  性別  要介護度  

３ 事故の状況及び対応等 

発生日時 令和   年  月  日（  曜日）      時  分 

発生場所 
☐居室（療養室） ☐廊下 ☐食堂（共同生活室） ☐機能訓練室  

☐浴室 ☐トイレ ☐その他（            ） ☐不明 

事故の種別 

☐転倒 ☐転落 ☐窒息 ☐感染症の発生 ☐異食 ☐誤薬・落薬  

☐離設 ☐交通事故 ☐虐待(疑い)  ☐利用者間トラブル  

☐職員の不祥事 ☐その他（              ） 

発生状況 ☐介助中 ☐利用者単独時 ☐職員の見守り下 ☐その他(      ) 

ケガ等の状況 
☐骨折(ヒビを含む) ☐切り傷・裂傷 ☐打撲・脱臼 ☐熱傷  

☐感染症（病名：         ）☐その他（         ） 

(具体的症状) 
(例:左足大腿骨頸部骨折、額を3cm裂傷し7針縫合、食べ物を喉に詰まらせ窒息等） 

 

報告時の対象

利用者の状況 

☐バイタルサイン等の観察強化 ☐医療機関への受診を要するが生命に別条なし  

☐意識不明 ☐死亡に至る可能性あり ☐死亡 

医療機関等の受診 ☐受診済  ☐受診予定  ☐受診なし 

家族等とトラ
ブルの状況
(可能性を含む) 

☐なし   ☐あり(ありの場合の問題点) 

 

その他連絡事項 
(事故に至る経緯、事故時の状況、事故後の経過等) 

 

※この様式は事故発生を迅速に把握するためのものですので、事故発生後２日以内を目途

に、報告してください。 

５．事故報告書様式 
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様式２ 
 

事 故 報 告 

令和  年  月  日 

 （宛先）         長  

法人名            

施設名            

管理者            

   下記のとおり、事故が発生しましたので報告します。 

記 

事故発生施設 

所 在 地： 

施 設 名： (サービス種別         ) 

報告者名： 

電 話： 

対象利用者氏名  年齢  性別  要介護度  

発 生 日 時 令和   年  月  日（  曜日）      時  分頃 

発 生 場 所 
☐居室（療養室） ☐廊下 ☐食堂（共同生活室） ☐機能訓練室  

☐浴室 ☐トイレ ☐その他（            ） ☐不明 

事 故 の 種 別 

☐転倒 ☐転落 ☐窒息 ☐感染症の発生 ☐異食 ☐誤薬・落薬  

☐離設 ☐交通事故 ☐虐待(疑い)  ☐利用者間トラブル  

☐職員の不祥事 ☐その他（              ） 

発 生 状 況 ☐介助中 ☐利用者単独時 ☐職員の見守り下 ☐その他(      ) 

ケガ等の状況 
☐骨折(ヒビを含む) ☐切り傷・裂傷 ☐打撲・脱臼 ☐熱傷  

☐感染症（病名：         ）☐その他（         ） 

事 故 の 概 要 
１ 概要（可能な限り時系列で記載） 

 

 

 

２ 事故の原因 

 

 

 

３ 事故発生後の施設の対応（家族対応や受診対応について） 

 

 

その他連絡事項  

 
※上記報告様式に加え、既に施設で作成している詳細な報告書や、事故当事者またはその家族

等との話合いの内容がわかる資料等がある場合には、添付してください。なお、上記報告様
式の記載内容（事故概要、事故原因、対応等）について、既に施設で作成した資料にて十分
に説明が済む場合には、「別紙のとおり」と記載し、本報告書と併せて提出いただいても差
し支えありません。 

※この様式は、事故発生後１週間以内を目途に、報告してください。 
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様式３ 

再発防止策報告書 

令和  年  月  日 

 （宛先）         長  

法人名            

施設名            

管理者            

   下記のとおり、再発防止策を講じましたので報告します。 

記 

事故発生施設 

所 在 地： 

施 設 名： (サービス種別         ) 

報告者名： 

電 話： 

対象利用者氏名  年齢  性別  要介護度  

発 生 日 時 令和   年  月  日（  曜日）      時  分頃 

発 生 場 所 
☐居室（療養室） ☐廊下 ☐食堂（共同生活室） ☐機能訓練室  

☐浴室 ☐トイレ ☐その他（            ） ☐不明 

事 故 の 種 別 

☐転倒 ☐転落 ☐窒息 ☐感染症の発生 ☐異食 ☐誤薬・落薬  

☐離設 ☐交通事故 ☐虐待(疑い)  ☐利用者間トラブル  

☐職員の不祥事 ☐その他（              ） 

発 生 状 況 ☐介助中 ☐利用者単独時 ☐職員の見守り下 ☐その他(      ) 

ケガ等の状況 
☐骨折(ヒビを含む) ☐切り傷・裂傷 ☐打撲・脱臼 ☐熱傷  

☐感染症（病名：         ）☐その他（         ） 

再発防止策等 
１ 事故の概略（簡潔に記載） 

 

 

２ 事故原因又は原因の検討結果等 

 

 

３ 再発防止策(事故の原因に対する具体的対策及び職員への周知方法を記載) 

 

 

 

その他連絡事項  

 
※上記報告様式に加え、既に施設で作成している詳細な報告書、事故当事者またはその家族等

との話合いの内容がわかる資料、再発防止策に係る職場研修や職員会議の議事録及び再発防
止策の実施状況がわかる資料等がある場合には、添付をしてください。なお、上記報告様式
の記載内容（事故概略、事故原因、再発防止策）について、既に施設で作成した資料にて十
分に説明が済む場合には、「別紙のとおり」と記載し、本報告書と併せて提出いただいても
差し支えありません。 

※この様式は、事故発生後１か月以内を目途に、報告してください。 
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様式１  記入例［インフルエンザ］ 

事 故 報 告 （速報） 
 

１ 事業所の情報 

法人名 社会福祉法人○○会 

施設(事業所)名  特別養護老人ホーム●●館 

所在地 埼玉県さいたま市浦和区高砂３－１５－１ 

サービス種別 

 特養 ☐老健 ☐介護療養病床 ☐介護医療院 ☐短期入所 ☐短期療養 

☐通所介護 ☐通所リハ ☐訪問介護 ☐訪問看護 ☐訪問リハ 

☐その他（             ：特定施設の指定 ☐有☐無） 

報告者 

(職位・氏名) 
施設長・埼玉 太郎 

電話 

番号 
０４８－８３０－３２４７ 

２ 対象利用者の情報 

氏   名 ２名罹患 年齢  性別  要介護度  

３ 事故の状況及び対応等 

発生日時 令和 ２年 ３月 ２日（ 月 曜日）    １０時４５分 

発生場所 
 居室（療養室） ☐廊下 ☐食堂（共同生活室） ☐機能訓練室  

☐浴室 ☐トイレ ☐その他（            ） ☐不明 

事故の種別 

☐転倒 ☐転落 ☐窒息  感染症の発生 ☐異食 ☐誤薬・落薬  

☐離設 ☐交通事故 ☐虐待(疑い)  ☐利用者間トラブル  

☐職員の不祥事 ☐その他（              ） 

発生状況 ☐介助中 ☐利用者単独時 ☐職員の見守り下  その他(      ) 

ケガ等の状況 
☐骨折(ヒビを含む) ☐切り傷・裂傷 ☐打撲・脱臼 ☐熱傷  

 感染症（病名： インフルエンザ ）☐その他（         ） 

(具体的症状) インフルエンザＡ型の診断。 

報告時の対象

利用者の状況 

 バイタルサイン等の観察強化  医療機関への受診を要するが生命に別条なし 

☐意識不明 ☐死亡に至る可能性あり ☐死亡 

医療機関等の受診  受診済  ☐受診予定  ☐受診なし 

家 族 等 と ト ラ
ブ ル の 状 況
(可能性を含む) 

 なし   ☐あり(ありの場合の問題点) 

 

その他連絡事項 

 7：30 起床時入所者2名発熱。クーリングで対応。 

10：45 嘱託医の診察。2名ともインフルエンザＡ 型陽性。タミフル処方。 

静養室で対応。同室の入所者2名にタミフルを予防投与。 

※13時時点で、発熱している入所者が他にもいるため、観察強化中。また、職員1名も早

退。罹患者が10名を超えた場合は、保健所へ速やかに報告します。 

６．事故報告書記入例 



 

17 

 

様式１  記入例［骨折］ 

事 故 報 告 （速報） 
 

１ 事業所の情報 

法人名 株式会社▲▲介護サービス 

施設(事業所)名  有料老人ホーム●●館 

所在地 埼玉県さいたま市浦和区高砂３－１５－１ 

サービス種別 

☐特養 ☐老健 ☐介護療養病床 ☐介護医療院  短期入所 ☐短期療養 

☐通所介護 ☐通所リハ ☐訪問介護 ☐訪問看護 ☐訪問リハ 

 その他（ 有料老人ホーム     ：特定施設の指定  有☐無） 

報告者 

(職位・氏名) 
施設長・埼玉 一郎 

電話 

番号 
０４８－８３０－３２４７ 

２ 対象利用者の情報 

氏   名 浦和 花子 年齢 88 性別 女 要介護度 3 

３ 事故の状況及び対応等 

発生日時 令和 ２年 ３月 ２日（ 月 曜日）     ３時４５分 

発生場所 
 居室（療養室） ☐廊下 ☐食堂（共同生活室） ☐機能訓練室  

☐浴室 ☐トイレ ☐その他（            ） ☐不明 

事故の種別 

 転倒 ☐転落 ☐窒息 ☐感染症の発生 ☐異食 ☐誤薬・落薬  

☐離設 ☐交通事故 ☐虐待(疑い)  ☐利用者間トラブル  

☐職員の不祥事 ☐その他（              ） 

発生状況 ☐介助中  利用者単独時 ☐職員の見守り下 ☐その他(      ) 

ケガ等の状況 
 骨折(ヒビを含む) ☐切り傷・裂傷 ☐打撲・脱臼 ☐熱傷  

☐感染症（病名： インフルエンザ ）☐その他（         ） 

(具体的症状) 右大腿骨遠位端骨折。 

報告時の対象

利用者の状況 

☐バイタルサイン等の観察強化  医療機関への受診を要するが生命に別条なし 

☐意識不明 ☐死亡に至る可能性あり ☐死亡 

医療機関等の受診  受診済  ☐受診予定  ☐受診なし 

家 族 等 と ト ラ
ブ ル の 状 況
(可能性を含む) 

☐なし    あり(ありの場合の問題点) 

事故発生時の見守りの状況や家族への報告遅れに対して不信感を抱いている
ようです。5日に家族へ説明を行います。賠償保険対応の可能性もあるため、現在
保険会社とも連絡調整中です。 

その他連絡事項 

 3：30 巡回。良眠。 

 3：45 居室内から「バタン」と音がする。夜勤職員が駆けつけバイタル等確認。 

     右膝付近に痛みあるも、その後眠られる。 

11：00 朝から膝の痛みが引かず、病院を受診。右足大腿骨遠位端骨折と診断。 

     家族へ受診結果の報告を行うも、報告内容に納得されず。 
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様式１  記入例［窒息］  

事 故 報 告 （速報） 
 

１ 事業所の情報 

法人名 社会福祉法人○○会 

施設(事業所)名  特別養護老人ホーム●●館 

所在地 埼玉県さいたま市浦和区高砂３－１５－１ 

サービス種別 

 特養 ☐老健 ☐介護療養病床 ☐介護医療院 ☐短期入所 ☐短期療養 

☐通所介護 ☐通所リハ ☐訪問介護 ☐訪問看護 ☐訪問リハ 

☐その他（            ：特定施設の指定 ☐有☐無） 

報告者 

(職位・氏名) 
施設長・埼玉 太郎 

電話 

番号 
０４８－８３０－３２４７ 

２ 対象利用者の情報 

氏   名 熊谷 次郎 年齢 94 性別 男 要介護度 4 

３ 事故の状況及び対応等 

発生日時 令和 ２年 ３月 ２日（ 月 曜日）     １２時 ５分 

発生場所 
☐居室（療養室） ☐廊下  食堂（共同生活室） ☐機能訓練室  

☐浴室 ☐トイレ ☐その他（            ） ☐不明 

事故の種別 

☐転倒 ☐転落  窒息 ☐感染症の発生 ☐異食 ☐誤薬・落薬  

☐離設 ☐交通事故 ☐虐待(疑い)  ☐利用者間トラブル  

☐職員の不祥事 ☐その他（              ） 

発生状況 ☐介助中 ☐利用者単独時  職員の見守り下 ☐その他(      ) 

ケガ等の状況 
☐骨折(ヒビを含む) ☐切り傷・裂傷 ☐打撲・脱臼 ☐熱傷  

☐感染症（病名： インフルエンザ ） その他（ 下記参照    ） 

(具体的症状) 昼食時、食物を気管へ詰まらせる。緊急搬送先で死亡確認。 

報告時の対象

利用者の状況 

☐バイタルサイン等の観察強化 ☐医療機関への受診を要するが生命に別条なし 

☐意識不明 ☐死亡に至る可能性あり  死亡 

医療機関等の受診  受診済  ☐受診予定  ☐受診なし 

家 族 等 と ト ラ
ブ ル の 状 況
(可能性を含む) 

 なし   ☐あり(ありの場合の問題点) 

 

その他連絡事項 

11：45 共同生活室の食事の席に座り、配膳される。 

12：05 うつむいている熊谷さんを介護職員が発見し、看護職員へ応援依頼。 

     心臓マッサージ、AED、タッピング、吸引等実施。緊急搬送を依頼。 

12：10 病院へ緊急搬送。家族へも連絡。 

12：30 病院にて死亡確認。医師から死因について窒息と説明がある。 

15：00 △△警察署来園。検視が行われるも、事件性なしとのこと。 

※家族には事故時の状況説明をし、理解いただいた。 
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様式２ 記入例［インフルエンザ］  

事故報告書 

令和 ２年 ３月 ５日 

 （宛先） 〇〇福祉事務所長  

施設名 特別養護老人ホーム●●館 

管理者 埼玉 太郎     

   下記のとおり、事故が発生しましたので報告します。 

記 

事故発生施設 

所 在 地：埼玉県さいたま市浦和区高砂３－１５－１ 

施 設 名：特別養護老人ホーム●●館 (サービス種別 特養 ) 

報告者名：埼玉 太郎 

電 話：０４８－８３０－３２４７ 

対象利用者氏名 11名罹患 年齢  性別  要介護度  

発 生 日 時 令和 ２年 ３月 ２日（ 月 曜日）    １０時４５分 

発 生 場 所 
 居室（療養室） ☐廊下 ☐食堂（共同生活室） ☐機能訓練室  

☐浴室 ☐トイレ ☐その他（            ） ☐不明 

事 故 の 種 別 

☐転倒 ☐転落 ☐窒息  感染症の発生 ☐異食 ☐誤薬・落薬  

☐離設 ☐交通事故 ☐虐待(疑い)  ☐利用者間トラブル  

☐職員の不祥事 ☐その他（              ） 

発 生 状 況 ☐介助中 ☐利用者単独時 ☐職員の見守り下  その他(      ) 

ケガ等の状況 
☐骨折(ヒビを含む) ☐切り傷・裂傷 ☐打撲・脱臼 ☐熱傷  

 感染症（病名： インフルエンザ ）☐その他（         ） 

事 故 の 概 要 
１ 概要（可能な限り時系列で記載） 

 3月 2日午前 入所者2名罹患。（速報報告済み） 

      午後 入所者4名、職員1名罹患。 

 3月 4日    入所者5名、職員2名罹患。 

          罹患者が10名を超えたため○○保健所へ報告。 

 罹患者数合計：入所者11名、職員3名 

２ 事故の原因 

最初に罹患した入所者が発症するまでは、体調不良を訴える入所者はいな

かったため、外部からの持ち込みが原因ではないかと推測される。 

３ 事故発生後の施設の対応（家族対応や受診対応について） 

①罹患者の隔離 

②嘱託医との連携強化 

③インフルエンザが流行したフロアーの入所者へタミフルの予防投与 

④罹患入所者の家族へ体調の随時報告 

⑤面会中止 

その他連絡事項 新たに罹患者が発生した場合には都度報告を行います。 
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様式２  記入例［骨折］  

事故報告書 

令和 ２年 ３月 ９日 

 （宛先） 〇〇福祉事務所長  

施設名 有料老人ホーム●●館 

管理者 埼玉 一郎     

   下記のとおり、事故が発生しましたので報告します。 

記 

事故発生施設 

所 在 地：埼玉県さいたま市浦和区高砂３－１５－１ 

施 設 名：有料老人ホーム●●館 (サービス種別 特定施設 ) 

報告者名：埼玉 一郎 

電 話：０４８－８３０－３２４７ 

対象利用者氏名 浦和 花子 年齢 88 性別 女 要介護度 3 

発 生 日 時 令和 ２年 ３月 ２日（ 月 曜日）     ３時４５分 

発 生 場 所 
 居室（療養室） ☐廊下 ☐食堂（共同生活室） ☐機能訓練室  

☐浴室 ☐トイレ ☐その他（            ） ☐不明 

事 故 の 種 別 

 転倒 ☐転落 ☐窒息 ☐感染症の発生 ☐異食 ☐誤薬・落薬  

☐離設 ☐交通事故 ☐虐待(疑い)  ☐利用者間トラブル  

☐職員の不祥事 ☐その他（              ） 

発 生 状 況 ☐介助中  利用者単独時 ☐職員の見守り下 ☐その他(      ) 

ケガ等の状況 
 骨折(ヒビを含む) ☐切り傷・裂傷 ☐打撲・脱臼 ☐熱傷  

☐感染症（病名：         ）☐その他（         ） 

事 故 の 概 要 
１ 概要（可能な限り時系列で記載） 

3月 2日 3：30 巡回。良眠。 

        3：45 居室内から「バタン」と音がする。夜勤職員が駆けつけバイタル等

           確認。右膝付近に痛みあるも、その後眠られる。 

      11：00 朝から膝の痛みが引かず、病院を受診。右足大腿骨遠位端骨折と

           診断。家族へ受診結果の報告を行うも、報告内容に納得され  

           ず。 

3月 5日 10：00 家族へ説明。（別添資料を用いました。）家族は納得された 

           御様子。ただし、家族から2点要望が挙げられた。 

      ①夜間帯の見守りの強化 ②事故があった場合の速やかな報告 

２ 事故の原因 

夜間の起床が少ない入居者様だったため、想定外であった。浦和様がトイレへ行

こうと起床し、歩行した際にふらつき倒れたと想定される。また、床に敷いてあった

マットがめくれている箇所があり、躓いた可能性もある。 

３ 事故発生後の施設の対応（家族対応や受診対応について） 

2日11時に施設対応にて、病院を受診。家族へは受診結果が判明後連絡。ま

た、家族に説明を求められたため、5日にも家族へ説明を行っています。 

その他連絡事項 
浦和様は、保存治療を選択されたため、7日から施設へ戻られています。今後、

施設にて治療を続けていきます。 
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様式２ 記入例［窒息］ 

事故報告書 

令和 ２年 ３月 ９日 

 （宛先） 〇〇福祉事務所長  

施設名 特別養護老人ホーム●●館 

管理者 埼玉 太郎     

   下記のとおり、事故が発生しましたので報告します。 

記 

事故発生施設 

所 在 地：埼玉県さいたま市浦和区高砂３－１５－１ 

施 設 名：特別養護老人ホーム●●館 (サービス種別 特養 ) 

報告者名：埼玉 太郎 

電 話：０４８－８３０－３２４７ 

対象利用者氏名 熊谷 次郎 年齢 94 性別 男 要介護度 4 

発 生 日 時 令和 ２年 ３月 ２日（ 月 曜日）     １２時 ５分 

発 生 場 所 
☐居室（療養室） ☐廊下  食堂（共同生活室） ☐機能訓練室  

☐浴室 ☐トイレ ☐その他（            ） ☐不明 

事 故 の 種 別 

☐転倒 ☐転落  窒息 ☐感染症の発生 ☐異食 ☐誤薬・落薬  

☐離設 ☐交通事故 ☐虐待(疑い)  ☐利用者間トラブル  

☐職員の不祥事 ☐その他（              ） 

発 生 状 況 ☐介助中 ☐利用者単独時  職員の見守り下 ☐その他(      ) 

ケガ等の状況 
☐骨折(ヒビを含む) ☐切り傷・裂傷 ☐打撲・脱臼 ☐熱傷  

☐感染症（病名：       ） その他（食物を気道に詰まらせる） 

事 故 の 概 要 
１ 概要（可能な限り時系列で記載） 

3月2日 

11：45 共同生活室の食事の席に座り、配膳される。 

12：05 うつむいている熊谷さんを介護職員が発見し、看護職員へ応援依頼。 

     心臓マッサージ、AED、タッピング、吸引等実施。緊急搬送を依頼。 

12：10 病院へ緊急搬送。家族へも連絡。 

12：30 病院にて死亡確認。医師から死因について窒息と説明がある。 

15：00 △△警察署来園。検視が行われるも、事件性なしとのこと。 

※家族には事故時の状況説明をし、理解いただいた。 

食事は自力摂取。主菜のみ一口大にカットし提供していた。 

２ 事故の原因 

食事は自力摂取であり、嚥下状態も悪くなかったが、当日は傾眠気味であった。 

また、ここ二週間程むせる様子があり、食事形態の変更を検討すべきだった。 

３ 事故発生後の施設の対応（家族対応や受診対応について） 

・窒息事故発見時にマニュアル通りの処置と緊急搬送要請。 

・家族へは緊急搬送要請時に連絡済。 

その他連絡事項 
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様式３ 記入例［インフルエンザ］ 

再発防止策報告書 

令和 ２年 ３月２７日 

 （宛先） 〇〇福祉事務所長  

施設名 特別養護老人ホーム●●館 

管理者 埼玉 太郎     

   下記のとおり、再発防止策を講じましたので報告します。 

記 

事故発生施設 

所 在 地：埼玉県さいたま市浦和区高砂３－１５－１ 

施 設 名：特別養護老人ホーム●●館 (サービス種別 特養 ) 

報告者名：埼玉 太郎 

電 話：０４８－８３０－３２４７ 

対象利用者氏名 11名罹患 年齢  性別  要介護度  

発 生 日 時 令和 ２年 ３月 ２日（ 月 曜日）    １０時４５分 

発 生 場 所 
 居室（療養室） ☐廊下 ☐食堂（共同生活室） ☐機能訓練室  

☐浴室 ☐トイレ ☐その他（            ） ☐不明 

事 故 の 種 別 

☐転倒 ☐転落 ☐窒息  感染症の発生 ☐異食 ☐誤薬・落薬  

☐離設 ☐交通事故 ☐虐待(疑い)  ☐利用者間トラブル  

☐職員の不祥事 ☐その他（              ） 

発 生 状 況 ☐介助中 ☐利用者単独時 ☐職員の見守り下  その他(      ) 

ケガ等の状況 
☐骨折(ヒビを含む) ☐切り傷・裂傷 ☐打撲・脱臼 ☐熱傷  

 感染症（病名： インフルエンザ ）☐その他（         ） 

再発防止策等 
１ 事故の概略（簡潔に記載） 

 3月 2日 入所者6名、職員1名罹患。 

 3月 4日 入所者5名、職員2名罹患。罹患者が10名を超えたため○○保健所

へ報告。 

 3月13日 入所者11名、職員1名完治。また、4日以降罹患した入所者はいな

いため、終息。 

 罹患者数合計：入所者11名、職員3名 

２ 事故原因又は原因の検討結果等 

最初に罹患した入所者が発症するまでは、体調不良を訴える入所者はいなかっ

たため、外部からの持ち込みが原因ではないかと推測される。 

３ 再発防止策(事故の原因に対する具体的対策及び職員への周知方法を記載) 

・インフルエンザの流行期には、家族等の面会を共用スペースのみで限定をする。

・施設内へ入る方には、手洗い、消毒、マスクの着用を強制する。 

・職員へ予防接種を徹底させる。 

・上記対策について、施設内の掲示及び、朝礼で周知を行った。（別添資料参照） 

その他連絡事項 
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様式３ 記入例［骨折］ 

再発防止策報告書 

令和 ２年 ３月 ９日 

 （宛先） 〇〇福祉事務所長  

施設名 有料老人ホーム●●館 

管理者 埼玉 一郎     

   下記のとおり、再発防止策を講じましたので報告します。 

記 

事故発生施設 

所 在 地：埼玉県さいたま市浦和区高砂３－１５－１ 

施 設 名：有料老人ホーム●●館 (サービス種別 特定施設 ) 

報告者名：埼玉 一郎 

電 話：０４８－８３０－３２４７ 

対象利用者氏名 浦和 花子 年齢 88 性別 女 要介護度 3 

発 生 日 時 令和 ２年 ３月 ２日（ 月 曜日）     ３時４５分 

発 生 場 所 
 居室（療養室） ☐廊下 ☐食堂（共同生活室） ☐機能訓練室  

☐浴室 ☐トイレ ☐その他（            ） ☐不明 

事 故 の 種 別 

 転倒 ☐転落 ☐窒息 ☐感染症の発生 ☐異食 ☐誤薬・落薬  

☐離設 ☐交通事故 ☐虐待(疑い)  ☐利用者間トラブル  

☐職員の不祥事 ☐その他（              ） 

発 生 状 況 ☐介助中  利用者単独時 ☐職員の見守り下 ☐その他(      ) 

ケガ等の状況 
 骨折(ヒビを含む) ☐切り傷・裂傷 ☐打撲・脱臼 ☐熱傷  

☐感染症（病名：         ）☐その他（         ） 

再発防止策等 
１ 事故の概略（簡潔に記載） 

別紙参照。 

２ 事故原因又は原因の検討結果等 

夜間に起床することがあまりない入居者様であったため、想定外であった。浦和

様がトイレへ行こうと起床し、歩行した際にふらつき倒れたことが想定される。 

また、床に敷いてあったマットがめくれている箇所があり、躓いた可能性もある。 

さらに、家族から①夜間帯の見守りの強化 ②事故があった場合の速やかな報

告の2点について要望あり。 

３ 再発防止策(事故の原因に対する具体的対策及び職員への周知方法を記載) 

・見守りセンサーの使用。 

・自力で起床ができるように周辺環境を整える。 

・全入居者に対して、マットのめくれ等、転倒リスクにつながるものを確認する。 

・環境を整えることについて、遅番・夜勤の職員の業務マニュアルへ追加。 

・職員への介護研修で事例として共有する。 

・施設入居時に家族へ、どの程度の事例で報告を求めるのか、連絡可能な時間

帯はいつなのかを確認する。家族の要望に応じて、適切に報告を行う。 

その他連絡事項  
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様式３  記入例［窒息］  

再発防止策報告書 

令和 ２年 ３月 ９日 

 （宛先） 〇〇福祉事務所長  

施設名 特別養護老人ホーム●●館 

管理者 埼玉 太郎     

   下記のとおり、再発防止策を講じましたので報告します。 

記 

事故発生施設 

所 在 地：埼玉県さいたま市浦和区高砂３－１５－１ 

施 設 名：特別養護老人ホーム●●館 (サービス種別 特養 ) 

報告者名：埼玉 太郎 

電 話：０４８－８３０－３２４７ 

対象利用者氏名 熊谷 次郎 年齢 94 性別 男 要介護度 4 

発 生 日 時 令和 ２年 ３月 ２日（ 月 曜日）     １２時 ５分 

発 生 場 所 
☐居室（療養室） ☐廊下  食堂（共同生活室） ☐機能訓練室  

☐浴室 ☐トイレ ☐その他（            ） ☐不明 

事 故 の 種 別 

☐転倒 ☐転落  窒息 ☐感染症の発生 ☐異食 ☐誤薬・落薬  

☐離設 ☐交通事故 ☐虐待(疑い)  ☐利用者間トラブル  

☐職員の不祥事 ☐その他（              ） 

発 生 状 況 ☐介助中 ☐利用者単独時  職員の見守り下 ☐その他(      ) 

ケガ等の状況 
☐骨折(ヒビを含む) ☐切り傷・裂傷 ☐打撲・脱臼 ☐熱傷  

☐感染症（病名：       ） その他（食物を気道に詰まらせる） 

再発防止策等 
１ 事故の概略（簡潔に記載） 

11：45 共同生活室の食事の席に座り、配膳される。 

12：05 うつむいている熊谷さんを介護職員が発見し、看護職員へ応援依頼。 

     心臓マッサージ、AED、タッピング、吸引等実施。緊急搬送を依頼。 

12：10 病院へ緊急搬送。家族へも連絡。 

12：30 病院にて死亡確認。医師から死因について窒息と説明がある。 

15：00 △△警察署来園。検視が行われるも、事件性なしとのこと。 

※家族には事故時の状況説明をし、理解いただいた。 

食事は自力摂取。主菜のみ一口大にカットし提供していた。 

２ 事故原因又は原因の検討結果等 

食事は自力摂取であり、嚥下状態も悪くなかったが、当日は傾眠気味であった。 

また、ここ二週間程むせる様子があり、食事形態の変更を検討すべきだった。 

３ 再発防止策(事故の原因に対する具体的対策及び職員への周知方法を記載) 

・食事介助前に覚醒状況の確認を行い、状態が優れない場合は食事の時間帯をずら

す等の対応をする。 

・嚥下の状況は細かく確認し、むせ込みや飲み込みが上手くいかない等の変化が見ら

れた際には、看護職員、管理栄養士らと連携して食事形態の変更を検討する。 

その他連絡事項  

 


